
 

2015 年 6 月 26 日 

株式会社野村総合研究所 

 

東証一部上場企業の約５割が、 
監査等委員会設置会社への移行を検討 

～コーポレートガバナンス・コードに関するアンケートを実施～ 
 
株式会社野村総合研究所（本社：東京都千代田区、代表取締役会長兼社長：嶋本正、以下

「NRI」）は、2015 年 4 月から 5 月にかけて、東証一部上場企業を対象に、「コーポレートガ

バナンス・コード等に関するアンケート調査（以下「本調査」）」を実施しました。 

 

本年 6 月 1 日、東京証券取引所が企業統治の指針である「コーポレートガバナンス・コー

ド（以下「コード」）」の適用を開始しました。本調査は、東証一部に上場する企業の、コー

ドに対する初期段階における動向を把握することを目的に実施したものです。具体的には、

「株主総会開催後 6 カ月以内の開示を義務付けられた 11 項目に対する対応の方向性」や「コ

ード適用を踏まえたコーポレートガバナンス改革の取組スタンス」などについて、質問をし

ています。 

主な調査結果は以下の通りです。 

■監査等委員会設置会社への移行を検討している企業は全体の 48.7% 

コーポレートガバナンスの基本形態といえる機関設計において、「直近の見直しを前提に

検討している（または見直しを公表済み）」あるいは「中長期的には見直しを検討する可能

性がある」と回答した企業が、合わせて 56.4%と回答企業の過半数を占めました（図 1）。

さらに、その中の 86.5%が、見直し後の機関設計として「監査等委員会設置会社*1」を想定

しています（図 2）。これらから、回答企業の 48.7%が、「監査等委員会設置会社への移行」

を検討していることが明らかになりました。本年 5 月 1 日の会社法改正によって、新しい機

関設計として認められた監査等委員会設置会社に、今後多くの企業が移行していく動きが確

認できました。 

■コード適用を自社のガバナンス再考の機会にする企業は 64.0% 

 コードに対応するスタンスについては、「自社のガバナンスを再考する機会にする」との

回答が 64.0%（複数回答）にのぼりました。これは選択肢の中でもっとも多い回答です。そ

れに続いては、「世の中動向を見極めて対応する（50.4%）」「中長期的な企業価値向上の在

り方を再考する機会にする（33.5%）」となっており、積極的スタンスと消極的スタンスの

回答が混在しました（図 3）。 

 消極的スタンスの企業が多く存在する傾向は、社内におけるコードの検討体制にも表れて

おり、「経営企画部、IR 部署等が主体となり検討を実施している」が 68.2%（複数回答）と

最も多い一方、「トップイシューとして、経営陣が主体的に検討に参画している」企業は

29.7％と、回答企業全体の 3 分の 1 以下という結果となっています（図 4）。 
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 コードの適用によって認識する自社の経営課題・取組内容としては、「自社としてのコー

ポレートガバナンスに関する基本的な考え方の再構築」をあげる企業が 66.5%（複数回答）

と最も多く、3 社に 2 社はこれまで明確に定めてこなかったガバナンスのあり方について、

検討をしている状況が確認できます（図 5）。  

■最も対応に苦慮しているコードは、「政策保有株式に関する対応」 

 対応に苦慮しているコードとして、「主要な政策保有株式」をあげる企業が 28.0%（複数

回答）と、最も高い結果となりました。 

政策保有株式に関するコードは、株主総会後 6 カ月以内の開示を義務付けられた 11 項目

（全体は 73 項目）の一つであり、9 割以上の企業が開示に向けた準備を行っていると回答

しています（図 6）。多くの企業で持ち合い株式の解消を含め、今後の政策保有株式の保有

目的について、明確な方針を打ち出す必要性に迫られています。 

なお、次いで対応に苦慮しているコードは「情報開示の充実」（27.1%）「取締役会全体の

実効性の分析・評価」（25.4%）という結果でした。 

■外国人持ち株比率の高い企業ほどガバナンス改革に前向き 

コード対応を含めたガバナンス改革については、企業属性や経営の内容とも関連性が認め

られます。例えば、東京証券取引所の指定開示項目に関して、外国人持ち株比率が 30％以

上の企業群では「株主総会後 1 カ月以内の開示」を予定している企業群が 29.7％で、外国人

持ち株比率 30％未満の企業群と比較して、開示に対して積極的な姿勢が見られます（図 7）。 

同様に、外国人持ち株比率が 30％以上の企業群では、「取締役会の実効性に関する分析・

評価を現在行っている（13.5%）」「今後は分析・評価を実施して開示する予定である（83.8%）」

と、外国人持ち株比率 30%未満の企業と比較して、ガバナンス改革について前向きな姿勢

を示しています（図 8）。 

これらの結果から、コードの適用によって「攻めのガバナンス」に向けたコーポレートガ

バナンス改革に積極的に取り組む企業と、消極的な対応にとどまる企業とにスタンスが分か

れていく可能性があることがうかがえます。 

 

NRI ではコーポレートガバナンス改革の本格化を見据え、今後も、コーポレートガバナ

ンスに関する調査を継続し、企業の「攻めのガバナンス」体制構築に向けた活動などを支援

していきます。 

 

*1  監査等委員会設置会社： 

３人以上の取締役で構成する「監査等委員会」が、取締役の業務執行が適正かどうかをチェックする経

営形態の株式会社です。2015 年 5 月 1 日施行の改正会社法で導入されました。 
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【ニュースリリースに関するお問い合わせ先】 

株式会社野村総合研究所 コーポレートコミュニケーション部 清水、若尾 

TEL：03-6270-8100 E-mail：kouhou@nri.co.jp 

【本調査の担当】 

株式会社野村総合研究所 経営コンサルティング部 内藤、嶋津 

E-mail：cgc@nri.co.jp 

 

【ご参考】 

 

●調査概要 
調査名：『コーポレートガバナンス・コード等に関するアンケート調査』 
実施時期：2015 年 4 月～5 月 
調査方法：発送・回収とも郵送方式 
対象企業数：東証一部上場企業 1,769 社 
有効回答数：236 社（回収率 13.3%） 

       
 
図 1：機関設計の見直し状況（N=236） 
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中長期的には見直しを検討する可能性が

ある

直近の見直しを前提に検討している（また
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見直しの可能性は低い

無回答
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図 2：見直した後の新しい機関設計の予定（N=133） 

 
注）集計対象：機関設計の見直しの検討状況について、「直近の見直しを前提に検討している（また

は見直しを公表済み）」あるいは「中長期的には見直しを検討する可能性がある」と回答した企業 
 
図 3：コーポレートガバナンス・コードに対応するスタンス（複数回答、N=236） 
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図 4：コーポレートガバナンス・コードの検討体制（複数回答、N=236） 

 
 
図 5：コーポレートガバナンス・コードの適用により認識する経営課題と取り組み（複数回

答、N=236） 

 
  

68.2%

29.7% 28.4%

5.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

経
営
企
画
部
、IR

部

署
等
が
主
体
と
な

り
検
討
を
実
施
し
て

い
る

ト
ッ
プ
イ
シ
ュ
ー
と

し
て
、
経
営
陣
が
主

体
的
に
検
討
に
参
画

し
て
い
る

コ
ー
ド
毎
に
担
当
部

署
を
決
め
て
検
討
を

行
っ
て
い
る

そ
の
他

66.5%

46.6% 46.2%
42.8%

39.4%
35.2%

18.6%

8.9%

0.8%
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

自
社
と
し
て
の
コ
ー
ポ
レ
ー
ト

ガ
バ
ナ
ン
ス
に
関
す
る
基
本
的

な
考
え
方
の
再
構
築

取
締
役
会
の
有
効
性
・実
効
性

の
向
上

開
示
情
報
の
充
実
と
透
明
性

の
確
保

社
外
取
締
役
の
確
保
と
活
躍

の
支
援

資
本
効
率
を
意
識
し
た
経
営

株
主
と
の
対
話
の
充
実

グ
ロ
ー
バ
ル
化
・規
模
拡
大
に

伴
う
ガ
バ
ナ
ン
ス
再
構
築
（
攻

め
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
）

株
主
以
外
の
ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー
と
の
対
話
の
充
実

そ
の
他



 6

図 6：政策保有株式についての対応方針（N=236） 

 
 
図 7：外国人持ち株比率別、「株主総会後 6カ月以内に開示が必要な 11 項目のコード」の開示予

定時期 

 
注 1）縦軸は外国人持ち株比率による区分 
注 2）外国人持ち株比率が取得できなかった企業を除く 
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図 8：外国人持ち株比率別、取締役会全体の実効性についての分析・評価の実施・開示有無 

 
注 1）縦軸は外国人持ち株比率による区分 
注 2）外国人持ち株比率が取得できなかった企業を除く 
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